
塩竈市学校施設⻑寿命化計画・概要版

第２章 学校施設の実態 第３章 学校施設の
目指すべき姿

第１章 学校施設の⻑寿命化の背景・目的等
２目的
学校施設の老朽化対策、教育環境の

質的改善、環境対策を併せて実施する
再⽣整備と予防保全による⻑寿命化と
ともに、ライフサイクルコストの縮減
と財政負担の平準化を図ることを目的
とする。

３計画期間
令和３年度〜令和１２年度までの１０年間
※概ね５年ごとに内容の見直しを行う

４対象施設
１１校（小学校･中学校･浦⼾小中学校）

１背景
◯本市の学校施設の老朽化度は平均78.1％と
高い状況にあり、その対策が課題となっ
ている。

◯国からの要請もあり「塩竈市公共施設等
総合管理計画」に基づく「学校施設の⻑
寿命化計画」の策定に取り組んできた。

図１計画の位置づけ

課題の整理

◎⻑寿命化改修により、早期に良好な状態に改善でき、コストも抑えられる。
◎⻑寿命化改修の場合でも、直近の整備費の1.5倍の推計となる。

図３学校施設の築年別整備状況

●築30年以上の建物が約94%。 10年後にはほぼ全てが築30年以上。
●昭和40年代〜50年代に整備が集中。

図４今後の維持・更新コスト（従来型）

図５今後の維持・更新コスト（⻑寿命化型）

●直近10年間に改修時期が集中する。 ●教育環境の早期改善が図れる。

可能な限り今あ
る建物を活かし
つつ、整備コス
トを抑えながら
より良い教育環
境の確保が求め
られている。

安全性への配慮
から、早急かつ
計画的・効率的
な対策が求めら
れている。

安全・安心な
学校施設

社会的ニーズに
対応した快適性
環境面、地域利
用などの施設機
能が求められて
いる。

快適な教育環境
を備えた
学校施設

地域に開かれた
学校施設

塩竈市

公共施設白書

［基礎資料］
公共施設等総合管理計画に示した方針を具体化

イ ン フ ラ
⻑ 寿 命 化
基 本 計 画

［国］

塩竈市公共施設等
総合管理計画
（基本方針）

塩竈市公共施設再配置計画
（施設再編の方向性）

塩竈市公共施設再配置計画
（施設再編の方向性）

・
・

学校施設⻑寿命化
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画
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

6.6億円/年

10年間

5.3億円/年

10年間

5.7億円/年8.9億円/年

対象建物
4.3億円/年
65棟

【長寿命化型】

40年間の総額

264億円

【長寿命化型】

40年間の平均

6.6億円/年

過去5年間の

施設関連

経費の平均

4.3億円/年

【従来型】

40年間の平均
9.1億円/年

【従来型】

40年間の総額
364億円

1.5倍

施設整備費 改築 長寿命化改修 中規模修繕 部位修繕 その他施設

維持修繕費 光熱水費・委託費 縮減費

小規模修繕

対象建物
51棟

7.3万㎡

その他施設
関連費

中規模修繕
縮減費

施設整備費
維持修繕費

⻑寿命化改修 部位修繕小規模修繕
光熱水費・委託費
改築
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

5.7億円/年

10年間

6.8億円/年

10年間

2.7億円/年21.3億円/年

対象建物
65棟
7.3万㎡

40年間の総額

364億円

40年間の平均

9.1億円/年

過去5年間の

施設関連

経費の平均

4.3億円/年

2.1倍

施設整備費
(修繕維持費含む)

改築 大規模改造 部位修繕
その他施設

関連費
維持修繕費

光熱水費

・委託費

対象建物
51棟

7.3万㎡

その他施設
関連費

施設整備費
(維持修繕費含む)

大規模改造 部位修繕 維持修繕費 光熱水費・
委託費改築
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（学級）（人） 小学校学級数 中学校学級数 小学校児童数 中学校生徒数 総数

児童⽣徒数(総数)

昭和60年度
3,129人

昭和60年度
5,565人

小学校児童数

3,521人(昭和60年度の40%)中学校⽣徒数

昭和60年度
8,694人

令和2年5月1日現在

小学校：昭和60年度の17%
中学校：昭和60年度の15%

令和42年度(推計)

2,320人(昭和60年度の42%)

1,201人(昭和60年度の38%) 921人(現在の40%)
483人(現在の40%)

1,404人(現在の40%)

現在

図２年度別児童・生徒数の推移

●現在は昭和60年の約40%。 今後も減少見込みである。 ●改築時期が集中する。 ●改築するまで整備水準は向上されない。

４０年間平均（従来型）
過去５年間の平均

2.1倍

40年間平均(従来型)
40年間平均(⻑寿命化型)

過去５年間の平均

1.5倍



第４章 施設整備の基本方針 第５章 施設の整備水準 第６章 ⻑寿命化の実施計画

第７章 ⻑寿命化計画の継続的運用方針

１⻑寿命化改修等の優先順位付け
改修等を行う学校の優先順位については、築年数に

より、それぞれの学校を３つのグループに分類する。
なお、グループ内での優先順位は、今後の状況も踏

まえ、適宜変更可能なものとする。

グループ１：建築後40〜50年程度で、躯体が比較的古
く、大規模改造事業等を未実施の学校。

⇒優先して⻑寿命化改修を実施し、適切な維持管理
予防保全及び適切な時期に中規模修繕を行い、そ
の後改築等を行う。

グループ２：建築後40年以上経過し、躯体の老朽化が
進み、大規模改造事業等を実施済みの学
校。

グループ３：建築後30年〜40年程度で、大規模改造事
業等を未実施の学校。

⇒適切な維持管理・予防保全を行い、グループ１の
完了後の計画とする。

２実施計画
令和12年度までの第１期計画は、優先して⻑寿命化

改修が必要なグループ１を対象とし、築年順を基本に
設定する。
なお、実際の工事等の実施年度は、別途実施する詳

細診断を踏まえ、文部科学省の補助制度や合理的な工
事範囲等を勘案しながら、塩竈市⻑期総合計画（実施
計画）において決定する。

図７⻑寿命化改修等の整備⽔準

本計画は、学校施設の改修や建替えの優先順位を設
定するもので、今後、事業の進捗状況や劣化調査等の
結果を反映しながら、適宜見直しを実施し事業を推進
する。

１基本方針を踏まえた整備の考え方

（１）「施設の⻑寿命化」
⻑寿命化改修にあたっては、改修後40年以上の使

用を目指し、躯体の補修などの建物の耐久性の向上
に関する整備を実施する。

（２）「教育環境の質的改善」
「地域利用を踏まえた施設整備」

学校施設に求められる機能が多様化している中、
教育環境の質的改善及び地域利用の観点から必要と
なる整備内容を整理し、⻑寿命化改修に併せて整備
を実施する。
また、各学校の個別の状況に応じて配慮が必要な

項目については、整備実施時に対応を検討する。

既存のまま

防水改修
（断熱化） 断熱なし

防水型複層塗材・内断熱

サッシ交換
（断熱化）

受変電設備の交換
（容量ＵＰ）

給水設備の改修
（加圧給水方式に変更）

薄塗材
断熱なし

現状のまま

内装の全面更新
（木質化）

内装の全面更新
（ドライ化・洋式化）

躯体中性化対策・鉄筋腐食対策

既存のまま

既存のまま

既存のまま

高 低改修メニュー（整備水準）

⻑寿命化改修 現状の整備水準

構造躯体

トイレ

内部仕上げ
（教室等）

外部開口部

外壁

屋根・屋上

受変電設備

給水設備

外

部

仕

上

げ
内
部
仕
上
げ

電
気
設
備
機
械
設
備

部位

防災・防犯機能
向上

ユニバーサル
デザイン

環境性能
向上

学習環境の
向上

⽣活環境の
向上

⻑寿命化において実施する機能向上と整備例

可変性 省エネ・省資源メンテナンス性耐久・耐候性更新性
⻑寿命化において配慮すべき項目

・防犯監視 等 ・スロープ手すり
・多目的トイレ等

・高断熱高気密化
等

・ＩＣＴ設備 等・自然採光・通風
・木質化 等

図８学校施設整備におけるＰＤＣＡサイクル

１計画的・効率的な施設の⻑寿命化
（１）計画的な⻑寿命化改修による施設の⻑寿命化
ア⻑寿命化の方針

少しでも⻑く施設を使い続けられるように対応す
ることとし、コストを抑えながら、⻑期使用を見据
えた建物の安全性の確保や施設機能の回復等を確実
に実施していく。

イ目標使用年数の設定
目標使用年数は、概ね80年とする。

ウ基本的な改修周期
建築後40年から50年程度で⻑寿命化改修を実施し、

改修後40年以上の使用を目指す。
（２）⻑寿命化改修と中規模修繕の組み合わせによる効

率的・効果的な整備

２ 教育環境の質的改善に向けた施設の機能補完
学校を取り巻く様々な環境の変化に対応し、配慮が

求められていることから、教育環境の質的改善に向け、
各学校施設の状況に応じて、施設の機能補完を実施し
ていく。

（１）安全・安心な施設
（２）快適性の確保
（３）環境への配慮
（４）適切な教育環境

３地域利用を踏まえた施設整備
学校施設は、災害時の避難所としての役割や地域コ

ミュニティの活動拠点としての役割などが求められる
ことから、地域に開かれた学校として、地域利用を踏
まえた施設整備を推進する。

（１）安全・安心な施設
（２）快適性の確保

図６学校施設の⻑寿命化のイメージ


